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個人情報の保護に関する基本方針の概要 

 

１ 個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向 
 

（理念と制度の考え方） 

○ 個人情報の保護に万全を期することこそが、個人情報の利用に関する社会の信

頼を高め、国民一人一人がその便益を享受できる高度情報通信社会を実現。 

○ 各事業等の分野の実情に応じて、個人情報を取り扱う者において、自律的に個

人情報の保護に万全が期されることを期待。自律的な取組に関しては、事業者、

地方公共団体、国等の協力・連携が重要。 

（国際的な協調）  

○ 法第４章の規定は、ＯＥＣＤ８原則を具体化したもの。今後、具体的な取組に

より、実効性の確保が重要。 

 

２ 国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項 
 

（各行政機関の保有する個人情報の保護） 

○ 法律の周知、職員への研修等により、行政機関個人情報保護法を適切に運用。 

（制度の統一的な運用） 

○ 個別の事案が発生した場合、各省庁は、迅速に法第４章の規定に基づく措置等

を検討。内閣府は、個人情報保護関係省庁連絡会議も活用しつつ、対応事例の蓄

積・整理を行い、必要な情報を各省庁に提供。 

○ 各省庁は、地方公共団体との連絡・調整を強化するため、法に関する窓口を明

確化するとともに、研修等により職員に知識を普及。 

（事業分野ごとの方針） 

○ 法が、各分野に共通する必要最小限のものであること等を踏まえ、それぞれの

事業等の分野の実情に応じたガイドライン等の策定・見直しを早急に検討。 

○ 特に適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある分野については、格別の措

置を各分野（医療、金融・信用、情報通信等）ごとに早急に検討し、法の全面施行

までに、一定の結論。 

（広報・啓発） 

○ 内閣府及び各省庁は、事業者及び国民に対して法制度の広報・啓発をきめ細かに

実施。 

 

３ 地方公共団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本

的な事項 
 

（地方公共団体の保有する個人情報の保護） 

○ 行政機関個人情報保護法等を踏まえ、条例の制定及び見直し。 
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（住民・事業者等への支援） 

○ 地方公共団体の取組は、法及びガイドライン等との整合性に配慮することが必

要。事業者等に新たな義務を課す場合には、区域の特性と条例・規則の内容等を

十分説明し、理解を求めていくことが重要。 

（国・地方公共団体の連携） 

○ 地方公共団体と事業等所管省庁は、基本方針に基づく各窓口を活用し、十分に連

携・協力。各省庁は、必要な場合には、自ら権限を行使。 

 

４ 独立行政法人等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基

本的な事項 
 
○ 法律の周知、職員への研修等により、独立行政法人等個人情報保護法を適切に運用。 

 

５ 地方独立行政法人が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する

基本的な事項 
 

○ 各地方公共団体は、個人情報保護条例において所要の規定を整備。 

 

６ 個人情報取扱事業者等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関

する基本的な事項 
 

○ 各省庁等におけるガイドライン等の検討及び各事業者の取組に当たっては、特に、

①事業者が行う措置の対外的明確化、②責任体制の確保、③従業者の啓発が重要。 

 

７ 個人情報の取扱いに関する苦情の円滑な処理に関する事項 
 

（地方公共団体の取組） 

○ 苦情の処理のあっせん等は、わかりやすく、なじみやすい対応が重要。 

○ 既存の消費生活センター等を苦情の窓口とし、これを軸に関係部局が連携を確保。 

（国民生活センター、各省庁の取組） 

○ 国民生活センターは、研修の実施、マニュアルの作成により、窓口を支援。 

○ 苦情相談の事例を集約・分析し、対応事例集等の資料を作成。個別の相談事例

から得られる知見を蓄積し、各種相談機関において共有。 

 

８ その他個人情報の保護に関する施策の推進に関する重要事項 
 

○ 本基本方針は、情報通信技術、新事業の創出等の今後の変化に応じて見直すこ

とが必要。 

○ 内閣府は、法の施行状況について国民生活審議会に報告。同審議会は、法の施

行状況をフォローアップ。 
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　・ 特定分野（医療、金融・信用、情報通
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